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議案第２７号  

羽生市介護保険条例の一部を改正する条例  

 羽生市介護保険条例（平成１２年条例第１号）の一部を次のように

改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改  正  後  改  正  前  

（保険料率）  （保険料率）  

第６条  令和３年度から令和５年度

ま で の 各 年 度 に お け る 保 険 料 率

は 、次の 各号に 掲げ る法第 ９条第

１ 号 に 規 定 す る 第 １ 号 被 保 険 者

（ 以 下 「 第 １ 号 被 保 険 者 」 と い

う。）の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。  

第６条  平成３０年度から令和２年

度 までの 各年度 にお ける保 険料率

は 、次の 各号に 掲げ る法第 ９条第

１ 号 に 規 定 す る 第 １ 号 被 保 険 者

（ 以 下 「 第 １ 号 被 保 険 者 」 と い

う。）の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。  

（ １）  介 護 保 険法 施行令 （平成

１ ０ 年 政 令 第 ４ １ ２ 号 。 以 下

「令」という。）第３９条第１項

第１号に掲げる者  ３５，６００

円  

（ １）  介 護 保 険法 施行令 （平成

１ ０ 年 政 令 第 ４ １ ２ 号 。 以 下

「令」という。）第３９条第１項

第１号に掲げる者  ３２，０００

円  

（ ２）  令 第 ３ ９条 第１項 第２号

に掲げる者  ５３，４００円  

（ ２）  令 第 ３ ９条 第１項 第２号

に掲げる者  ４４，８００円  

（ ３）  令 第 ３ ９条 第１項 第３号

に掲げる者  ５３，４００円  

（ ３）  令 第 ３ ９条 第１項 第３号

に掲げる者  ４８，０００円  

（ ４）  令 第 ３ ９条 第１項 第４号

に掲げる者  ６４，１００円  

（ ４）  令 第 ３ ９条 第１項 第４号

に掲げる者  ５７，７００円  

（ ５）  令 第 ３ ９条 第１項 第５号

に掲げる者  ７１，２００円  

（ ５）  令 第 ３ ９条 第１項 第５号

に掲げる者  ６４，１００円  

（ ６）  次 の い ずれ かに該 当する

者  ８５，５００円  

（ ６）  次 の い ずれ かに該 当する

者  ７６，９００円  

ア  前 年 の 合 計 所 得 金 額 （ 租 税 ア  前 年 の 合 計 所 得 金 額 （ 租 税
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特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若

し く は 第 ２ 項 、 第 ３ ４ 条 第 １

項、第３４条の２第１項、第３４

条 の ３ 第 １ 項 、 第 ３ ５ 条 第 １

項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第２２条の

２第２項に規定する特別控除額

を控除して得た額とし、当該合

計所得金額が０を下回る場合に

は、０とする。以下この項にお

いて同じ。）が１２０万円未満

の者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの  

特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若

し く は 第 ２ 項 、 第 ３ ４ 条 第 １

項、第３４条の２第１項、第３４

条 の ３ 第 １ 項 、 第 ３ ５ 条 第 １

項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規

定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第２２条の

２第２項に規定する特別控除額

を控除して得た額とする。以下

この項において同じ。）が１２０

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

イ  （略）  イ  （略）  

（ ７）  次 の い ずれ かに該 当する

者  ９２，６００円  

（ ７）  次 の い ずれ かに該 当する

者  ８３，３００円  

ア  前年の合計所得金額が２００

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

ア  前年の合計所得金額が１９０

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

イ  （略）  イ  （略）  

（ ８）  次 の い ずれ かに該 当する

者  １０６，９００円  

（ ８）  次 の い ずれ かに該 当する

者  ９６，１００円  

ア  前年の合計所得金額が３００

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

ア  前年の合計所得金額が２９０

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

イ  （略）  イ  （略）  

（ ９）  次 の い ずれ かに該 当する

者  １２４，７００円  

（ ９）  次 の い ずれ かに該 当する

者  １０９，０００円  

ア  前年の合計所得金額が４００

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

ア  前年の合計所得金額が３００

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

イ  （略）  イ  （略）  

（ １０）  次 の いず れかに 該当す

る者  １２８，３００円  

ア  前年の合計所得金額が６００

万円未満の者であり、かつ、前
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各号のいずれにも該当しないも

の  

イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者

が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用され

たならば保護を必要としない状

態となるもの（令第３９条第１

項第１号イ（（１）に係る部分

を 除 く 。） に 該 当 す る 者 を 除

く。）  

（ １１）  次 の いず れかに 該当す

る者  １３５，４００円  

ア  前年の合計所得金額が８００

万円未満の者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないも

の  

イ  要 保 護 者 で あ っ て 、 そ の 者

が課される保険料額についてこ

の号の区分による額を適用され

たならば保護を必要としない状

態となるもの（令第３９条第１

項第１号イ（（１）に係る部分

を 除 く 。） に 該 当 す る 者 を 除

く。）  

 

（ １２）  前 各 号の いずれ にも該

当しない者  １４２，５００円  

（ １０）  前 各 号の いずれ にも該

当しない者  １１２，２００円  

２  所得の少ない第１号被保険者に

つ いての 保険料 の減 額賦課 に係る

前 項第１ 号に該 当す る者の 令和３

年 度から 令和５ 年度 までの 各年度

に おける 保険料 率は 、同号 の規定

に かかわ らず、 ２１ ，３０ ０円 と

する。  

２  所得の少ない第１号被保険者に

つ いての 保険料 の減 額賦課 に係る

前 項第１ 号に該 当す る者の 令和２

年 度にお ける保 険料 率は、 同号の

規 定にか かわら ず、 １９， ２００

円とする。  

３  前項の規定は、第１項第２号に

掲 げる第 １号被 保険 者につ いての

保 険料の 減額賦 課に 係る 令 和３年

度 から令 和５年 度ま での各 年度 に

お け る 保 険 料 率 に つ い て 準 用 す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 前 項 中

「 ２１， ３００ 円 」 とある のは、

「 ３５， ６００ 円 」 と読み 替える

ものとする。  

３  前項の規定は、第１項第２号に

掲 げる第 １号被 保険 者につ いての

保 険料の 減額賦 課に 係る 令 和２年

度 におけ る保険 料率 につい て準用

す る。こ の場合 にお いて、 前項中

「１９，２００円」とあるのは、「

３ ２，０ ００円 」と 読み替 えるも

のとする。  
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４  第２項の規定は、第１項第３号

に 掲げる 第１号 被保 険者に ついて

の 保険料 の減額 賦課 に係る 令和３

年 度から 令和５ 年度 までの 各年度

に おける 保険料 率に ついて 準用す

る 。この 場合に おい て、第 ２項中

「 ２１， ３００ 円 」 とある のは、

「 ４９， ８００ 円」 と読み 替える

ものとする。  

４  第２項の規定は、第１項第３号

に 掲げる 第１号 被保 険者に ついて

の 保険料 の減額 賦課 に係る 令和２

年 度にお ける保 険料 率につ いて準

用 する。 この場 合に おいて 、第２

項 中「１ ９，２ ００ 円 」と あるの

は 、「４ ４，８ ００ 円 」と 読み替

えるものとする。  

附  則  附  則  

（ 平成２ ９年度 にお ける保 険料率

の特例）  

（ 平成２ ９年度 にお ける保 険料率

の特例）  

第９条  平成２９年度における保険

料 率は、 第６条 第１ 項の規 定にか

か わらず 、次の 各号 に掲げ る第１

号 被保険 者の区 分に 応じ、 それぞ

れ当該各号に定める額とする。  

第９条  平成２９年度における保険

料 率は、 第６条 第１ 項の規 定にか

か わらず 、次の 各号 に掲げ る第１

号 被保険 者の区 分に 応じ、 それぞ

れ当該各号に定める額とする。  

（１）～（５）  （略）  （１）～（５）  （略）  

（ ６）  次 の い ずれ かに該 当する

者  ６７，９００円  

（ ６）  次 の い ずれ かに該 当する

者  ６７，９００円  

ア  前 年 の 合 計 所 得 金 額 （ 租 税

特別措置法第３３条の４第１項

若しくは第２項、第３４条第１

項、第３４条の２第１項、第３４

条 の ３ 第 １ 項 、 第 ３ ５ 条 第 １

項、第３５条の２第１項又は第

３６条の規定の適用がある場合

には、当該合計所得金額から令

附則第１９条第２項に規定する

特別控除額を控除して得た額と

す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）が１２０万円未満の者で

あり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの  

ア  前 年 の 合 計 所 得 金 額 （ 租 税

特別措置法（昭和３２年法律第

２６号）第３３条の４第１項若

し く は 第 ２ 項 、 第 ３ ４ 条 第 １

項、第３４条の２第１項、第３４

条 の ３ 第 １ 項 、 第 ３ ５ 条 第 １

項、第３５条の２第１項又は第

３６条の規定の適用がある場合

には、当該合計所得金額から令

附則第１９条第２項に規定する

特別控除額を控除して得た額と

す る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）が１２０万円未満の者で

あり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの  

イ  （略）  イ  （略）  

（７）～（１０）  （略）  （７）～（１０）  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

（ 令和３ 年度か ら令 和５年 度まで

の 保険料 率の算 定に 関する 基準の

特例）  

 

第１０条  第 １号被保険者のうち、  
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令 和２年 の合計 所得 金額に 所得税

法 （昭和 ４０年 法律 第３３ 号）第

２ ８条第 １項に 規定 する給 与所得

又 は同法 第３５ 条第 ３項に 規定す

る 公的年 金等に 係る 所得が 含まれ

て いる者 の令和 ３年 度にお ける保

険 料率の 算定に つい ての第 ６条第

１ 項（第 ６号ア 、第 ７号ア 、第８

号 ア、第 ９号ア 、第 １０号 ア、第

１ １号ア 及び第 １２ 号に係 る部分

に 限 る 。） の 規 定 の 適 用 に つ い て

は 、同項 第６号 ア中 「租税 特別措

置法」とあるのは、「所得税法（昭

和 ４０年 法律第 ３３ 号）第 ２８条

第 １項に 規定す る給 与所得 及び同

法 第３５ 条第３ 項に 規定す る公的

年 金等に 係る所 得の 合計額 につい

て は、同 法第２ ８条 第２項 の規定

に よって 計算し た金 額及び 同法第

３ ５条第 ２項第 １号 の規定 によっ

て 計算し た金額 の合 計額か ら１０

万 円を控 除して 得た 額（当 該額が

０を下回る場合には、０とする。）

に よ る も の と し 、 租 税 特 別 措 置

法」とする。  

２  前項の規定は、令和４年度にお

け る保険 料率の 算定 につい て準用

す る。こ の場合 にお いて、 同項中

「令和２年」とあるのは、「令和３

年」と読み替えるものとする。  

３  第１項の規定は、令和５年度に

お ける保 険料率 の算 定につ いて準

用 する。 この場 合に おいて 、同項

中「令和２年」とあるのは、「令和

４年」と読み替えるものとする。  

  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  
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２ この条例による改正後の羽生市介護保険条例の規定は、令和３年

度以後の年度分の介護保険料について適用し、令和２年度分までの

介護保険料については、なお従前の例による。  

  令和３年２月２４日提出  

             埼玉県羽生市長 河  田 晃  明    


